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第 10章 国際貿易システム 

 

Web資料 10-2 一般均衡分析による地域貿易協定の経済効果 

 

 本書本文では，地域貿易協定（RTA）の経済効果を部分均衡分析によって説明した。そ

こでは，A国が B国からの輸入品に対しての関税を撤廃する効果を図示された。しかし，B

国がA国からの輸入品に対しての関税を撤廃したかどうかは述べられていない。すなわち，

これは WTO の定義における特恵貿易協定の分析であった。また，B 国と C 国の間に貿易

がないため，A国と B国の RTAが自由貿易協定であるか関税同盟であるかも考察できなか

った。そこで，3国間で貿易が行われるモデルを用いて，自由貿易協定や関税同盟の締結効

果をスケッチする。 

 世界には A，B，Cの 3カ国が存在し，A国は a財，B国は b財，C国は c財の生産に特

化しているとする。また，この 3 カ国は 3 つの財をすべて消費するとする。貿易パターン

は図 10－W2のようになる。 
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図10－W2 ３国間の貿易パターン
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 3国はそれぞれ輸入に関税を課しているが，ここで A国と B国が RTAを結び，域内関税

をゼロにしたとしよう。このとき，A国における b財の相対価格は下落し，b財への需要は

増える反面，代替効果が強く働けば C 国から輸入されている c 財への需要は減少する。こ

の c 財への需要の減少によって，A 国と C 国の間の交易条件は A 国にとって有利化する。

B国でも同様に，B国における a財の相対価格は下落し，a財への需要は増える反面，相対

的に割高になった c 財への需要は減少する。これによって B 国と C 国の間の交易条件は B

国にとって有利化する。もし A 国と B 国の間の交易条件にあまり変化がなければ，A・B

両国は域外国の Cに対して交易条件を有利化させることができ，RTAは域内国に利益をも

たらす。 

 なお，A国と B国の RTAが自由貿易協定である場合，C国からの c財の輸入に対して課

す税率は，A 国と B 国で異なっていても良い。しかし，もし関税同盟であれば，A 国と B

国で同じ税率を c財に課さなければならない。 

 さらに話を進めよう。3国はそれぞれ自国の貿易政策によって交易条件を変えることので

きる大国であるので，各国とも輸入に関税を課して交易条件を自国に有利化させる誘因を

持っている。ここでは，自国の交易条件の悪化に直面した C国が，A国や B 国からの輸入

に高い関税を課そうとするであろう。それに対して，A・B両国も交易条件が有利な状況を

維持するために域外関税を引き上げ，ここに「関税戦争」が発生する。このとき，A・B両

国の締結している RTAが関税同盟であれば，自由貿易協定の場合と比べて，関税戦争はよ

り激しくなる。これは，関税同盟の場合，域外関税は A・B両国で等しくなるので，あたか

も両国が併合したかのようになり，より大きな独占力を行使できるからである。 

 この関税戦争の結果は簡単にはまとめられないが，もし A・B 両国の経済規模が C 国に

比べて十分に大きければ，または A・B両国が c財をあまり輸入していなければ，C国の交

易条件有利化の効果は弱く，そのため A・B 両国の経済厚生は当初の水準よりも高くなる。

場合によっては，C国との関税戦争の結果，A・B両国は世界的な自由貿易が行われた状況

での経済厚生よりも高い厚生を得られる可能性さえある。このように，自国が大国である

場合には，RTA が全世界的な自由貿易や１国独自の保護貿易よりも好まれる可能性が生じ

る。 

 しかし，この議論を現実の世界経済にそのまま適用することは注意が必要である。上の

シナリオは，域内国の圧倒的な価格支配力を武器に，域外国に犠牲を強いて域内国の利益

を拡大させる近隣窮乏化政策を意味するが，このように域内国が域外国との貿易障壁を引

き上げることは GATT 24条で禁止されており，かつ現実にも（明確な形では）観察されて

いない。 

 


